
第196回通常国会（2018年1月22日～7月22日）
第197回臨時国会（2018年10月24日～12月10日）

2018年制定法律（新法・改正法）105本収録

第一法規編集部〔編集〕

弁護士のための
公布法律
インデックス

2018

　1　建築・不動産関係
　2　消費者関係
　3　家事関係
　4　生活・環境関係
　5　商事関係
　6　産業関係

　7　ＩＴ関係
　8　知的財産関係
　9　労働関係
10　医療・福祉関係
11　教育・スポーツ関係
12　行政関係

13　税務関係
14　災害関係
15　刑事関係
16　外国人関係

本書の特長

第一法規「判例体系」編集部［編集］　伊藤 進（明治大学名誉教授）［編集協力］
好評
発売中！

目次（抜粋）

◆弁護士として知っておきたい『2018年に公布
　された新法・改正法』105本の概要が簡単に確
　認できる！

◆官報の確認不要！被改正法の施行日についても
　すぐ確認できる！

◆2018年に公布された新法・改正法の基本情報
　を事件分野別に整理し掲載！

『判例ＩＮＤＥＸ　侵害態様別に見る医療事故　300判例の慰謝料算定』
『判例ＩＮＤＥＸ　侵害態様別に見る労働事件　300判例の慰謝料算定』
『判例ＩＮＤＥＸ　侵害態様別に見る名誉棄損・プライバシー侵害　300判例の慰謝料算定』

B5判・208頁　定価：本体1,800円＋税
第一法規編集部〔編集〕

弁護士のための
公布法律
インデックス2018

意外と知らない新法と改正法をスピーディーに確認
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３．家事関係

・社会福祉法【平成34年４月１日】

・船舶職員及び小型船舶操縦者法【平成34年４月１日】

・モーターボート競走法【平成34年４月１日】

・旅券法【平成34年４月１日】

・酒税法【平成34年４月１日】

・酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律【平成34年４月１日】

・旧軍人等の遺族に対する恩給等の特例に関する法律【平成34年４月１日】

・たばこ事業法【平成34年４月１日】

・児童虐待の防止等に関する法律【平成34年４月１日】

・インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関

する法律【平成34年４月１日】

・性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律【平成34年４月１日】

・アルコール健康障害対策基本法【平成34年４月１日】

民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律

法律番号 平成30年法律第72号

公 布 日 平成30年７月13日

施 行 日
一部の規定を除き、平成31年７月１日。ただし、要旨⑴③については平成31

年１月13日、要旨⑴①については平成32年４月１日

概 　 要

１．趣旨・目的

　高齢化の進展等の社会経済情勢の変化に鑑み、相続が開始した場合におけ

る配偶者の居住の権利及び遺産分割前における預貯金債権の行使に関する規

定の新設、自筆証書遺言の方式の緩和、遺留分の減殺請求権の金銭債権化等

を行うもの

２．要旨

⑴　民法の一部改正

①　配偶者が、終身又は一定期間、無償で被相続人の財産に属した建物の

使用及び収益をすることができる権利（配偶者居住権）を創設し、遺産

分割又は遺贈により、これを取得することができることとする。

②　各共同相続人は、遺産に属する預貯金債権のうち、一定額については、

他の共同相続人の同意を得ることなく、単独で払戻しをすることができる。

③　自筆証書遺言の要件を緩和し、自筆証書に相続財産の全部又は一部の

目録を添付する場合には、その目録については自書することを要しない

こととする。

④　遺留分を侵害された者の権利の行使によって遺贈又は贈与の全部又は

一部が当然に失効するとされている現行法の規律を見直し、遺留分侵害

額に相当する金銭債権が生ずることとする。

⑤　被相続人の親族で相続人以外の者が、被相続人の療養看護等を無償で

したことにより被相続人の財産の維持又は増加に特別の寄与をした場合

には、相続の開始後、相続人に対して金銭の支払を請求することができる。

⑵　家事事件手続法の一部改正

　預貯金債権の仮分割の仮処分について遺産分割前の保全処分の要件を緩和

するとともに、民法において新設する特別の寄与の制度に関する手続規定を

設ける。

被改正法

16 17

３．家事関係

法 律 名

【施行日】

・民法【平成31年１月13日、平成31年７月１日、平成32年４月１日他】

・家事事件手続法【平成31年７月１日】

・刑法【平成32年４月１日】

・抵当証券法【平成32年４月１日】

・農業協同組合法【平成31年７月１日】

・公共用地の取得に関する特別措置法【平成32年４月１日】

・都市再開発法【平成32年４月１日】

・著作権法【平成31年７月１日】

・半導体集積回路の回路配置に関する法律【平成31年７月１日】

・密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律【平成32年４月１

日】

・マンションの建替え等の円滑化に関する法律【平成32年４月１日】

・独立行政法人都市再生機構法【平成32年４月１日】

・不動産登記法【平成32年４月１日】

・信託法【平成31年７月１日】

・中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律【平成31年７月１日】

・農地中間管理事業の推進に関する法律【平成31年７月１日】

法務局における遺言書の保管等に関する法律

法律番号 平成30年法律第73号

公 布 日 平成30年７月13日

施 行 日 平成32年７月10日

概 　 要

１．趣旨・目的

　高齢化の進展等の社会経済情勢の変化に鑑み、相続をめぐる紛争を防止す

るため、法務局における自筆証書遺言の保管制度を創設するもの

２．要旨

⑴　遺言者は、法務局に、自筆証書による遺言書（無封のものに限る。）の保

管を申請することができる。

→　本人確認等の手続を経て、当該遺言書が法務局に保管される。保管さ

れている遺言書については、その画像の記録等も行われる。

→　遺言者は、その遺言書を保管している法務局に対し、遺言書の閲覧又

は返還（保管の申請の撤回）を請求することができる。

※　上記の保管の申請及び閲覧又は返還の請求は、遺言者が自ら法務局に

出頭して行わなければならない。

⑵　⑴により遺言書が保管されている遺言者に係る相続人、受遺者、遺言執

行者等は、その遺言者の死亡後、法務局に対し、①その遺言書の画像情報

等を用いた証明書の交付、②その遺言書原本の閲覧を請求することができる。

→　①の証明書の交付又は②の閲覧が行われたときは、他の相続人等に対し、

遺言書が保管されている旨の通知が行われる。

※　上記のほか、自らが相続人等となっている遺言書が法務局に保管され

ているかどうかを照会するための手続も整備される。

⑶　法務局に保管されている遺言書については、遺言書の検認の規定（民法

第1004条第１項）の適用を除外する（家庭裁判所による検認を不要とする。）。

被改正法

法 律 名

【施行日】
◆新規制定法律【平成32年７月10日】
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３．家事関係
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【施行日】

・民法【平成31年１月13日、平成31年７月１日、平成32年４月１日他】

・家事事件手続法【平成31年７月１日】

・刑法【平成32年４月１日】

・抵当証券法【平成32年４月１日】

・農業協同組合法【平成31年７月１日】

・公共用地の取得に関する特別措置法【平成32年４月１日】

・都市再開発法【平成32年４月１日】

・著作権法【平成31年７月１日】

・半導体集積回路の回路配置に関する法律【平成31年７月１日】

・密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律【平成32年４月１

日】

・マンションの建替え等の円滑化に関する法律【平成32年４月１日】

・独立行政法人都市再生機構法【平成32年４月１日】

・不動産登記法【平成32年４月１日】

・信託法【平成31年７月１日】

・中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律【平成31年７月１日】

・農地中間管理事業の推進に関する法律【平成31年７月１日】

法務局における遺言書の保管等に関する法律

法律番号 平成30年法律第73号

公 布 日 平成30年７月13日

施 行 日 平成32年７月10日

概 　 要

１．趣旨・目的

　高齢化の進展等の社会経済情勢の変化に鑑み、相続をめぐる紛争を防止す

るため、法務局における自筆証書遺言の保管制度を創設するもの
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⑴　遺言者は、法務局に、自筆証書による遺言書（無封のものに限る。）の保
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→　本人確認等の手続を経て、当該遺言書が法務局に保管される。保管さ
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行者等は、その遺言者の死亡後、法務局に対し、①その遺言書の画像情報

等を用いた証明書の交付、②その遺言書原本の閲覧を請求することができる。

→　①の証明書の交付又は②の閲覧が行われたときは、他の相続人等に対し、
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被改正法

法 律 名

【施行日】
◆新規制定法律【平成32年７月10日】

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、弊社
ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきましては、お
問合せフォーム（https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php）かフリーダイヤルにてご連絡ください。　フリーダイヤル　　TEL 0120-203-696　　FAX 0120-202-974 弁護士法律18（067066）　2019.3 HO

事務所名

弁護士のための公布法律インデックス　2018 定価1,944円（本体1,800円）［067066］

判例INDEX　侵害態様別に見る医療事故
３００判例の慰謝料算定 定価3,456円（本体3,200円）［065789］

判例INDEX　侵害態様別に見る労働事件
３００判例の慰謝料算定 定価3,456円（本体3,200円）［065854］

判例INDEX　侵害態様別に見る名誉棄損・プライバシー侵害
３００判例の慰謝料算定 定価3,456円（本体3,200円）［062497］

「弁護士なのに知らない」を無くす、
「弁護士だから知っている」を増やす！
内容見本

見落しやすい
被改正法も
すぐに確認
できる！

新法、改正法の
全体像を
簡単に把握

第一法規ストア
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